
 

１ 結果の概要 

 

経済成長率（名目）△３．２％（３年連続のマイナス成長） 

（実質）△４．０％（２年連続のマイナス成長） 

● 県内総生産（名目）３兆６，０２５億円（対前年度増加率 △３．２％） 

（実質）３兆５，２０６億円（      同  △４．０％） 

● 県民所得          ２兆４，４８３億円（      同    △６．５％） 

     １人当たり県民所得   ２２８万８千円（        同    △５．９％） 

※ 名目とはその年の時価から算出した値、実質とは名目値から物価変動の影響を除いた値を表します。 

※ 県民所得には、雇用者報酬の他に財産所得や企業所得が含まれているため、これを県の総人口で除した 

「１人当たり県民所得」は県民個人の所得（給与）水準を表すものではありません。 

 

(1) 日本経済の概況 

令和２年度の日本経済は、年度当初は新型コロナウイルス感染症の世界的な流行に

より、インバウンド需要が消失し、個人消費や外需が大きく下押しされ、大幅な落ち

込みとなった。感染拡大防止のために国内の経済社会活動の抑制を余儀なくされたが、

その後の段階的な引上げと各種支援策の効果等により、令和２年の後半には、個人消

費や輸出が持ち直し、プラス成長に転じた。 

平成 30 年 11 月から始まった景気の後退は 19 か月（第 16 循環後退局面（2018 年 11

月－2020 年５月））で終わり、令和２年６月からは拡張局面に入った。 

このような状況の中、令和２年度の国の経済成長率（国内総生産の対前年度比）は、

名目で 3.5％の減少と８年ぶりのマイナスとなり、物価変動の影響を除いた実質では

4.1％の減少と２年連続のマイナスとなった。 

 

(2) 宮崎県経済の概況 

令和２年度の本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、個人消費が

減少し、宿泊・飲食サービス業をはじめとする幅広い産業分野で生産活動が低下する

など、企業収益の減少が見られた。 

この結果、令和２年度の県内総生産は、名目で３兆 6,025 億円、実質で３兆 5,206

億円となった。経済成長率（県内総生産の前年度比）は名目で 3.2％減となり、３年連

続のマイナス成長、実質で 4.0％減となり、２年連続のマイナス成長となった。 

また、県民所得は２兆 4,483 億円、１人当たり県民所得は 228 万 8 千円となり、県

民所得、１人あたり県民所得とともに３年連続の減少となった。 

生産面では、製造業等の総生産額が増加したものの、宿泊・飲食サービス業、運輸・

郵便業等が減少した。 

分配面では雇用者報酬が増加したものの、財産所得及び企業所得が減少したことに

より、県民所得は３年連続の減少となった。 

支出面では、民間最終消費支出、地方政府等最終消費支出及び県内総資本形成が減

少した。 



 

図表－１ 国・宮崎県の名目経済成長率の推移 

 

図表－２ 国・宮崎県の実質経済成長率の推移 

 

図表－３ 主要関連経済指標 
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全　　国 宮　崎　県
30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

年度（億円） 5,565,705 5,568,363 5,375,615 37,804 37,219 36,025

増加率 0.2 0.0 △ 3.5 △ 0.1 △ 1.5 △ 3.2

年度（億円） 5,545,463 5,501,310 5,273,884 37,373 36,689 35,206

増加率 0.2 △ 0.8 △ 4.1 0.0 △ 1.8 △ 4.0

年度（億円） 4,030,991 4,020,267 3,753,887 26,626 26,198 24,483

増加率 0.6 △ 0.3 △ 6.6 △ 0.8 △ 1.6 △ 6.5

年度（千円） 3,181 3,177 2,975 2,456 2,433 2,288

増加率 0.8 △ 0.1 △ 6.4 △ 0.1 △ 1.0 △ 5.9

所得水準 全国＝100 - - - 77.2 76.6 76.9

鉱工業生産指数（原指数） 103.8 99.9 90.3 97.0 95.7 87.2

鉱工業出荷指数（原指数） 102.6 98.9 89.2 96.6 94.0 88.3

鉱工業在庫指数（原指数） 98.9 101.7 91.5 107.6 116.7 105.8

１世帯１か月平均消費支出 暦年（千円） 287.3 293.4 277.9 250.5 263.3 261.7

（２人以上世帯・宮崎県値=宮崎市） 増加率 1.5 2.1 △ 5.3 △ 6.1 5.1 △ 0.6

年度（億円） 195,477 193,457 196,297 680 686 691

増加率 △ 0.4 △ 1.6 △ 5.1 △ 3.9 0.4 △ 5.9

乗用車新車登録・届出台数 年度（台） 4,363,608 4,173,186 3,858,350 40,494 39,442 36,064

（普通車＋軽自動車） 増加率 0.3 △ 4.4 △ 7.5 1.7 △ 2.6 △ 8.6

消費者物価指数 年度(R2=100) 99.6 100.1 99.9 99.9 100.2 99.9

（総合・宮崎県値=宮崎市） 増加率 0.7 0.5 △ 0.2 0.3 0.3 △ 0.2

実質賃金指数(きまって支給する給与) 暦年（R2=100） 101.4 100.7 100.0 102.3 101.3 100.0
厚生労働省

「毎月勤労統計調査」

有効求人倍率 年度（倍） 1.62 1.55 1.10 1.49 1.41 1.18
厚生労働省

「職業安定業務統計」

年度（千戸） 952.9 883.7 812.2 6.6 6.5 5.8

増加率 0.7 △ 7.3 △ 8.1 △ 5.0 △ 1.7 △ 10.2

年度（億円） 140,680 150,255 153,658 1,199 1,412 1,662

増加率 1.1 6.8 2.3 0.1 17.8 17.7

年度（件） 8,110 8,631 7,163 31 34 30 東京商工リサーチ

増加率 △ 3.1 6.4 △ 17.0 19.2 9.7 △ 11.8 「全国企業倒産状況」

（注1）国（県）内総生産は、名目、実質ともに全国が支出側、宮崎県が生産側で推計。

（注2）百貨店・スーパー販売額の増加率は、調査対象事業所の見直しに伴うギャップ調整を行って計算している。

（注3）実質賃金指数(きまって支給する給与)は、事業所規模５人以上の数値。
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「商業動態統計調査」
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